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韓国の図書館の現状 
―国レベルおよび国立中央図書館の政策推進を中心に― 
 
曺  在順 
 
 
本稿は，韓国の図書館の現状理解のために，韓国の図書館の先進的な事象を中心に考察 
したものである。そのため，法律に基づいた国レベルの図書館情報政策として図書館関連 
法規や図書館政策の推進体系，司書資格制度を考察し，国の中央図書館として国立中央図 
書館が政策的に行っている主要業務について概観した。また，今後解決すべきいくつかの 
問題点を指摘し，韓国図書館の現状を明らかにした。 
 
 
 
はじめに 
 
2011年8月現在，韓国の図書館は国立図書館が3
館，公共図書館765館，大学図書館519館，学校図
書館 10,529 館，専門図書館が 587 館ある
1)
。韓国
において，図書館発展の根拠となる「図書館法」の
成立は 1963 年でかなり遅れている。しかし今日韓
国の図書館は非常に発展し，公共図書館の場合，戦
後16館から現在765館へ量的に大きく成長した。 
特に，21世紀に入ってからは，図書館間における
「伝送権」を図書館に付与する著作権法の改正など，
デジタル図書館の法的基盤づくりをはじめ，IT大国
としてデジタル図書館の発展に力を注いできている。
このため，韓国の図書館はインターネット資源の収
集やインターネットを通じた遠隔利用，障害者など
情報疎外階層への配慮も視野に入れながら発展して
きており，最近は図書館の社会的重要性を認識する
国民の意識も高まりつつある。  
本稿では，このような事実を考慮しながら，韓国
の図書館に関する全般的な理解のために， 先進的な
韓国の図書館の現状を中心に考察する。そのために，
国レベルの図書館情報政策として図書館関連法規や，
図書館政策の推進体系，司書資格制度を考察し，国
の中央図書館として国立中央図書館が行っている政
策推進について概観する。 
                        
2011年9月8日受理 
じょ じぇすん 韓国国立中央図書館 
1. 図書館関連法規  
 
韓国の図書館関連法規としては，館種を網羅した
「図書館法」以外に，「学校図書館振興法」（2007
年），「読書文化振興法」（2006年），「著作権法」（1957
年），「公共記録物管理に関する法律」（1999年）な
どがあるが，ここでは図書館に直接関わる「図書館
法」と「学校図書館振興法」についてその主要内容
を概観する。  
 
1.1 図書館法 
韓国で最初の図書館法として制定されたのは
1963 年 10 月の「図書館法」
2)
である。この法は，
公共図書館，大学図書館，学校図書館などすべての
館種を網羅した総合的な図書館法としての性格を持
っており，図書館発展の基盤及び図書館政策に対す
る強い意志を表明した最初の法律として意義がある。 
1991 年には図書館行政が教育部から新設の文化
部に移管され，「図書館法」の廃止とともに「図書館
振興法」が制定された。これにより，中央政府にお
いて図書館を担当する政策部署として文化部に「図
書館政策課」がはじめて作られた。1994年には，日
常生活の読書活動を促進するために，既存の法律に
読書振興に関する条項を加えた「図書館及び読書振
興法」が成立した。 
2006 年 10 月の新「図書館法」
3)
 は，「図書館及
び読書振興法」を全面改正した法律で，図書館と読
書振興に関する法律を分離し，図書館に関する基本
法としての性格を明確にしたものであった。これに
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より同年 12 月には「読書文化振興法」が独立した
法律として制定された。 
新「図書館法」は，総則（第 1 章），図書館政策
の策定および推進体制（第 2 章），国立中央図書館
（第3章），地域代表図書館（第4章），公共図書館
（第4章の2），大学図書館（第5章），学校図書館
（第6章），専門図書館（第7章），知識情報格差の
解消（第8章），補則（第9章），附則からなってい
る。その目的は，図書館の社会的責任と役割を明示
することで，国民の情報アクセス権と知る権利を保
障することである。 
新「図書館法」の特徴は，図書館政策の策定およ
び推進を担う組織として大統領直属の「図書館情報
政策委員会」を設立すること，図書館行政の地方分
権を強化するため，市・道に地域代表図書館を設立・
運営し，「地方図書館情報サービス委員会」を設け，
自律的な図書館政策推進の基盤を作ること，また，
公共図書館の範囲を再定義し，従来の特殊図書館（障
害者・病院・兵営・刑務所・文庫など）と，類似名
称・機能の施設（文化情報センター，生涯学習館な
ど）をも公共図書館の範囲に含むようにその適用範
囲を拡大したことなどである。 
その他，国立中央図書館に関しては，図書館研究
所と国立障害者図書館支援センターを設置し，図書
館分野に関する研究を行うことと，知識情報の格差
を解消するための支援業務を担当することが明示さ
れた。さらに同館がオンライン資料の収集・保存を
行えるように必要な法的整備を行い，視覚障害者サ
ービスのためには，刊行物の発行者・製作者にデジ
タルファイルの形での納本要請ができるように規定
している。 
 
1.2 学校図書館振興法 
2007 年 12 月「学校図書館振興法」
4)
が制定され
た。これは，韓国で学校図書館のみを対象とした単
独法律としては最初のものである。 
その成立経緯は，2004 年 7 月に議員からの法案
の発議に遡ることができる。当時の法律「図書館及
び読書振興法」の学校図書館関連の規定だけでは，
学校図書館の重要な役割・機能を果たすことができ
ないとされ，行政的・財政的支援を強化し，学校図
書館の拡充，活用向上を目指す体制を作ろうとした
ものであった。この法律は全 18 条と附則からなっ
ており，「学校教育の基本施設である学校図書館の設
立・運営・支援などに関する事項を規定することに
よって，学校図書館の振興を通じ公教育を充実化し，
地域社会における生涯教育の発展に資すること」を
目的としている。 
 同法は学校図書館を振興するために必要な施策，
行政的・財政的支援を国と地方自治体の責務の観点
から規定するとともに，国の体制として，教育科学
技術部長官が5年ごとに学校図書館振興基本計画を
策定・施行すること，同長官の下に有識者からなる
審議会「学校図書館振興委員会」を設置すること，
地方自治体の体制として教育監の下に「学校図書館
発展委員会」を設置すること，学校に「学校図書館
運営委員会」を設置すること，司書教師など学校図
書館の専門職員などについて規定している。 
 
2. 図書館政策の推進 
 
図書館情報政策の強力な推進組織として，大統領
直属の図書館情報政策委員会を組織することが新図
書館法に規定された。本章では，同委員会の組織・
機能と同委員会によって公表された図書館発展総合
計画について考察する。 
 
2.1 図書館情報政策委員会 
図書館政策に関する主要事項を策定，審議及び調
整するために，2007 年 6 月から大統領の下に図書
館情報政策委員会が設置された。同委員会の設置に
関しては新図書館法第 12 条に規定されており，次
の事項を策定・審議・調整することとなっている。 
 
(1) 図書館発展総合計画の策定に関する事項 
(2) 図書館関連の制度に関する事項 
(3) 国及び地方の図書館の運営体制に関する事項 
(4) 図書館の運営評価に関する事項 
(5) 図書館及び図書館資料へのアクセス及び利用格
差の解消に関する事項 
(6) 図書館専門人材の養成に関する事項 
(7) その他，図書館政策のために大統領令で定める
事項 
 
以前にもこの委員会に類似した委員会が存在して
いた。文化観光部長官の諮問機関として設置された
「図書館及び読書振興委員会」がそれである。これ
は 2000 年に廃止され，2002 年 10 月には，文化観
光部訓令に基づく「国家図書館政策諮問委員会」が
設置された。 
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しかし，文化観光部以外の他部署との調整機能を
持つようになったのは，2007年に誕生した大統領直
属の「図書館情報政策委員会」が初めてである。韓
国の図書館界では，公共図書館だけでも文化体育観
光部，教育科学技術部，行政安全部など所管する部
署が異なるため，部署間の調整が困難な状況であっ
た。この委員会の誕生によって懸案となっていた部
署間の調整を行う体制が整ったのである。 
委員会は， 図書館に関する専門知識及び経験が豊
富な者のうち大統領が委嘱する委員長，文化体育観
光部長官が務める副委員長を含む 30 人以内の委員
から構成する。委員会の委員は，当然職（官職指定）
として，大統領令が定める関係中央行政機関の長お
よびこれに準ずる機関の長，図書館に関する専門知
識及び経験が豊富な者のうち委員長が委嘱する者か
らなる。任期は 2 年とするが，1回に限り再任する
ことができる。 
2011年8月に構成された第3期委員会は24人で，
委員長として金鳳姫梨花女子大学文献情報学科名誉
教授が第2期委員長に続き再度委嘱された。法律に
よる当然職委員は 10 人で，文化体育観光部（副委
員長），企画財政部，教育科学技術部，法務部，国防
部，行政安全部，知識経済部，保健福祉部，女性家
族部，国土海洋部の各長官である。図書館に関する
専門知識及び経験が豊富な者としては，韓国図書館
協会の会長ほか，13人の文献情報学教授や出版関係
者，言論人等が含まれている
5)
。 
 一方，図書館情報政策委員会の事務を支援するた
めに，2007 年 5 月から文化体育観光部に「図書館
情報政策企画団」が設置された。同企画団は約 20
名からなる図書館政策課，図書館振興チームの組織
をもって，図書館情報政策委員会の事務支援と図書
館政策の機能を遂行している。 
 
2.2 図書館発展総合計画 
いままで韓国の図書館政策は，館種別，部署別
で分散・推進されてきた。しかし，上記の大統領直
属の図書館情報政策委員会が設立されたことにより，
2008 年 8 月には同委員会から館種や部署を超える
「図書館発展総合計画」
6)
が公表された。これは，
韓国初のあらゆる図書館の館種を包括する総合計画
であり法定計画として，2009年から2013年まで韓
国図書館の振興のためのビジョンと方向，主要政策
課題などを提示した中期計画である。同委員会は「先
進一流国家を先導する図書館」というビジョンを設
定し，ビジョン達成のために3つの政策目標および
8つの推進戦略を設定した。 
3つの政策目標とは，1）先進的な図書館サービス
を提供することで国民生活を向上させる，2）図書
館情報のインフラを高度化して国家の知識競争力を
強化する，3）ユビキタス環境を整備し未来型の図
書館をめざすことである。そのための推進戦略は，
1）図書館へのアクセスを向上させ，サービス環境
を改善する，2）創造的人材を養成するために図書
館の役割を強化する，3）知識情報の格差を解消す
ることで社会統合
7)
に寄与する，4）国家の知識情報
を活用するための国の図書館体系を再整備する，5）
教育・学術・研究の中核支援センターとして大学・
専門図書館を振興する，6）図書館職員の専門化お
よび関連制度の整備を行う，7）知識情報の普及お
よび共有のための「U-Library」を実現する，8）図
書館協力の基盤を強化しグローバルな情報サービス
を実現することである。これらの戦略を実現するた
めの29の重点課題と，さらに，重点課題を推進す
るための71の課題が設定されている。 
具体的な計画としては，今後，５年間に公共図書
館を300館増設し，900館（2007年比48％増）と
すること，１館あたりのサービス対象者数も約
50,000人（2007年比48％減）に改善することなど
を目指している。この総合計画に基づいて，該当部
署と 16 の市・道は毎年年度別の実行計画を策定・
実行しなければならない。 
 
3. 司書資格制度  
 
韓国の司書資格制度は，学歴と経験によって司書
資格の種類がグレード化されている。本章では，図
書館法と初中等教育法に定められている司書職員と
学校図書館職員の種類および資格要件について考察
し，司書養成教育機関について概観する。 
 
3.1 司書職員の種類及び資格要件 
韓国の図書館に司書職員として勤務するためには，
必ず司書資格証を持っていなければならない。新「図
書館法」第6条（司書職員等）には次のように司書
職員の必置が規定されている。 
 
図書館法 第6条（司書職員等） 
① 図書館は，大統領令が定めるところにより，図
書館運営に必要な司書職員，初中等教育法第21条
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第2項による司書教師及び実技教師を置かなければ
ならず，図書館運営に必要な電算職員等の専門職員
を置くことができる。 
 
これによって，国・公立図書館の司書職公務員は
司書資格証の所持者のみ採用試験を受験できる。 
図書館法施行令第 4 条では，司書資格の種類を 1
級正司書，2級正司書，及び準司書の 3 つに区分し
ている。それぞれの資格要件は以下の通りである。 
(1) 1級正司書 
① 文献情報学または図書館学博士の学位を受けた 
  者 
② 2級正司書資格証を有し，文献情報学または図書
館学以外の博士の学位を受けた者か情報処理技
術士の資格を持つ者 
③ 2級正司書資格証を有し，図書館勤務経験その他
文化体育観光部令が定める機関において文献情
報学または図書館学に関する研究経験（以下「図
書館等勤務経験」という）が6年以上ある者で
修士の学位を受けた者 
④ 2級正司書資格証を有し，図書館等勤務経験が9
年以上ある者で文化体育観光部長官が指定する
教育機関（以下「指定教育機関」という）におい
て文化体育観光部令が定める所定の教育課程（以
下「所定の教育課程」という）を履修した者 
(2) 2級正司書 
① 大学（教育大学，師範大学，「高等教育法」第2
条第5号による遠隔大学・産業大学及びこれに
準ずる各種学校を含む。以下同じ）の文献情報学
または図書館学を専攻し卒業した者，または法令
でこれと同等の学力があると認めた者で文献情
報学を専攻した者 
② 文献情報学または図書館学修士の学位を受けた
者 
③ 教育大学院において図書館教育または司書教育
を専攻し，修士の学位を受けた者 
④ 文献情報学または図書館学以外の修士の学位を
受けた者で，指定教育機関において所定の教育課
程を履修した者 
⑤ 準司書資格証を有し，修士の学位を受けた者 
⑥ 準司書資格証を有し，図書館等勤務経験が3年
以上ある者で指定教育機関において所定の教育
課程を履修した者 
⑦ 大学を卒業して準司書資格証を有し，図書館等勤
務経験が 1 年以上ある者で指定教育機関におい
て所定の教育課程を履修した者 
(3) 準司書 
① 専門大学（専門学士の学位を授与するサイバー大
学を含む）文献情報科または図書館科を卒業した
者，または同等以上の学力がある者で文献情報科
または図書館科を専攻した者 
② 専門大学（専門学士の学位を授与するサイバー大
学を含む）（従前の実業高等専門学校を含む）ま
たは同等以上の学力がある者で，指定教育機関に
おいて所定の教育課程を履修した者 
③ 大学を卒業した者で，在学中文献情報学または図
書館学を副専攻した者 
 
一方，学校図書館振興法では，学校図書館の職員
について，司書教師1級・2級，実技教師，司書職
員に区分している。学校図書館で勤務する司書教師
等の資格要件は，初中等教育法第21条に以下のよ
うに規定されている。 
(1) 司書教師（1級） 
① 司書教師（2級）資格証を持つ者で，3年以上の
司書教師経験を持ち資格研修を受けた者 
② 司書教師（2級）資格証を持つ者で，教育大学院
または教育科学技術部長官が指定する大学院の
教育科で司書教師課程を専攻し修士の学位を受
けた者で，1年以上の司書教師経験がある者 
(2) 司書教師（2級） 
① 大学・産業大学の卒業者で，在学中文献情報学ま
たは図書館学を専攻し所定の教職課程を履修し
た者 
② 準教師以上の資格を持つ者で，所定の司書教師養
成講習を受けた者  
③ 教育大学院または教育科学技術部長官が指定す
る大学院の教育科で司書教育課程を専攻し修士
の学位を受けた者 
④ 師範大学卒業者で，在学中文献情報学または図書
館学を専攻した者 
(3) 実技教師 
① 専門大学（専門大学に準ずる各種学校を含む。以
下同じ）卒業者で，在学中大統領令で定める実業
科系列の技能を履修した者，または高等技術学校
の専攻科を卒業した者または「平生教育法」第
31条第4項による専門大学の学力を認定する平
生教育施設の教師資格関連科を卒業した者 
② 大学（大学に準ずる各種学校を含む）・専門大学
の卒業者で，在学中芸能，体育その他大統領令で
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定める技能を履修した者 
③ 実業系高等学校または3年制高等技術学校の卒
業者で，実技教師の資格試験に合格した者 
④ 実業科，芸能科または保健科に関する知識と技能
を持つ者で，実技教師の資格検定に合格した者 
 
学校図書館振興法の問題点としては，学校図書館
職員の配置が必置規定でないことが常に指摘されて
いる。つまり，図書館法との相違があり，図書館法
には学校図書館に司書教師等を「置かなければなら
ない」と必置規定になっているものの，学校図書館
振興法には「置くことができる」と規定されている
のである。 
このため，2010年4月現在で全国11,237の学校
には 10,937 の学校図書館が設置されているが，専
任の職員が配置されている学校図書館は4,556校に
すぎない
8)
。つまり，学校図書館の設置率は 97.3%
でほとんどの学校には図書館が設置されているもの
の，その中で専任職員が配置されている学校図書館
は約40%にすぎない実情である。特に，学校図書館
専門職として司書教師の配置率が約6%（682名）
9)
にすぎないことは，学校図書館の発展を妨げる最大
の問題となっている。 
 
3.2 司書養成教育機関 
韓国の司書養成は，1957年延世大学図書館学科の
創設以来，一般的に大学レベルで行われている。司
書養成機関は，4 年制大学，2 年制専門大学（日本
の短期大学に相当），大学院修士課程および博士課程，
それ以外の指定教育機関の5つに分けることができ
る。 
通常，4 年制大学の文献情報学科を卒業すれば 2
級正司書，2 年制専門大学の文献情報科を卒業すれ
ば準司書資格を取得できる。修士課程以上は学部で
の専攻によって資格証のグレードが変わる。博士課
程はほとんど1級正司書となる。法律による文化体
育観光部長官の指定教育機関として指定された司書
養成機関は，大学附設「司書教育院」という名称で
運営されており，司書教師，準司書から1級正司書
まで多様に養成している。 
2011年8月現在，文献情報学科が設置され司書を
養成している 4 年制大学は 34 校，文献情報科が設
置されている2年制専門大学は5校で，あわせて39
校の大学で司書を養成している。大学院修士課程は
一般大学院が26 校，特殊大学院
10)
の 1 つである教
育大学院が15校あり，博士課程は15校に設置され
ている。また，司書教育院は4年制大学に2校，専
門大学に1校，あわせて3校に附設されている（表
1参照）。 
 
表1 韓国の司書養成教育機関
11)
 
大学院修士課程 
区分 
4年制 
大学 
2年制 
専門 
大学 
一般 
大学院 
教育 
大学院 
大学院 
博士 
課程 
司書
教育
院 
国立 
私立 
6 
28 
― 
5 
5 
21 
3 
12 
5 
10 
― 
3 
計 
34 5 26 15 15 3 
※ 一般大学院と教育大学院の両方をもつ大学は13校 
 
これにより全国で輩出される司書は毎年2,000名
以上に上っている。司書資格証の発給機関である韓
国図書館協会によれば，2010年12月末現在司書資
格証を有している者は，1級正司書 1,780名，2級
正司書 41,031名，準司書 28,113名の計 70,924名
である
12)
。グレード別に輩出される司書のうち2級
正司書は約60%を占めており，正規の司書職の中で
も2級正司書の割合は約70%で圧倒的に多い。 
しかし，需要と供給の不均衡に起因する就職問題
が大きくなっている。通常，司書資格証を有する者
は毎年2,000名以上輩出
13)
されるが，正規の司書職
として採用される機会は多くない。資格証発給数は
累計 70,924 名であるのに対し，正規の司書職はわ
ずかに7,751名で，資格証所持者の就業率は10.9%
にすぎない。特に，2 級正司書は正規司書職と資格
証所持者の約3分の2という圧倒的な割合を占めて
いるが，その就業率は，資格証所持者の13.0％にす
ぎない。また，準司書も資格証所持者の約40%を占
めているものの，就業率はわずか4.9%で非常に低い
ことがわかる（表2参照）。 
つまり，需要と供給の側面からみると，準司書と
2 級正司書の数が多すぎるという問題があり，大学
の文献情報学科の設置をこれ以上増やしてはいけな
いということになる。特に，指定教育機関での司書
養成教育に関しては再検討すべきことである。 
一方，韓国における非正規職の拡大は，若者の失
業あるいは非正規職としての就職状況を「88万ウォ
ン世代」
14)
と呼ばれるほど社会全般にわたる現象と
なっている。図書館も例外ではなく，図書館資料の
出納や書架の排架など比較的単純な業務と外注会社
の分類・目録業務を中心に，若者の非正規職雇用が
増えている状況である。 
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表2 司書資格証の発給数および正規司書職数
15)
                                   
（単位：名） 
区 分 1級正司書 2級正司書 準司書 計 
資格証発給＜就業率＞ 1,780 ＜56.9%＞ 41,031 ＜13.0%＞ 28,113 ＜4.9%＞ 70,924 ＜10.9%＞ 
計 
1,012 
(13.1%) 
5,348 
(69.0%) 
1,391 
(17.9%) 
7,751 
(100%) 
国立 
52 277 114 443 
公共 
257 2,675 878 3,810 
大学 
594 1,847 306 2,747 
正規 
司書職 
専門 
109 549 93 751 
※ 資格証の発給数は2010年12月末，正規司書職数は2009年12月末基準 
 
4. 国立中央図書館の推進政策  
 
国立中央図書館は新図書館法に明示されている国
の中央図書館として，全国図書館への指導・支援な
ど最も大きな影響力を持つ図書館である。本章では
国立中央図書館が推進する政策について概観する。
具体的には，重点的に推進しているデジタル図書館，
国立障害者図書館支援センター，国立子ども青少年
図書館について述べる。 
 
4.1 国立中央図書館の概要 
韓国国立中央図書館（http://www.nl.go.kr）は，
戦後韓国の独立とともに朝鮮総督府図書館（1923
年設立）の蔵書を引き継ぎ，1945年10月に開館し
た。同館は行政部の文化体育観光部に属しており，
国の中央図書館として，また納本図書館として韓国
国内で生産されたあらゆる資料の網羅的な蒐集を行
っている。 
建物は延べ面積105,766㎡，施設は本館，デジタ
ル図書館，国立子ども青少年図書館の3館からなる。
蔵書数は2011 年8月現在約830万冊（点）で韓国
最大の規模を誇っている。組織は企画研修部，資料
管理部，デジタル資料運営部の3部と，国立子ども
青少年図書館，図書館研究所，国立障害者図書館支
援センターからなっている。特に，子ども青少年図
書館，デジタル図書館，障害者図書館，図書館の研
究機能などで，国レベルでの政策執行や他の図書館
へのモデル図書館としての役割を果たしている。  
職員数は309名で，このうち司書職は168名で半
数以上を占めている
16)
。入館年齢は，2008年に18
歳以上から 16 歳以上へと引き下げられ，利用対象
者が広がった（国立子ども青少年図書館は年齢制限
なし）。2006年11月からは夜間・週末開館を試み，
現在休館日（第 2・第 4 の月曜日，日曜日を除く祝
日・休日）を除く午前 9時から午後 10時まで開館
を実施し，利用者志向の政策を展開している。 
 
4.2 主要な重点政策  
 
4.2.1 デジタル図書館
17)
 
国立中央図書館は 1997 年から韓国の主要な図書
館 が 参 加 す る 「 国 家 電 子 図 書 館 」
（http://www.dlibrary.go.kr）を構築している。これ
は情報検索用プロトコルの代表的な規格である
「Z39.50プロトコル」及びメタ検索に基づく統合電
子図書館システムを構築し，デジタル原文データベ
ースをインターネットで提供する仮想の図書館であ
る。国立中央図書館をはじめ，国会図書館，最高裁
判所図書館，韓国科学技術情報研究院などの9つの
国立機関
18)
が連携し，70 ものデータベースを統合
検索できる。利用者は著作権に抵触しない範囲で原
文を閲覧でき，印刷することができる。 
2000年には，故金大中大統領の指示により，図書
館情報化政策の一環として「図書館情報化推進総合
計画」が文化部により策定された。この計画により，
国立中央図書館は全国の公共図書館に「デジタル資
料室」を設置し，同館が開発した「公共図書館標準
資料管理システム」（KOLAS II: Korean Library 
Automation System II）と「国家資料共同目録シス
テム」（KOLIS-NET: Korea Library Information 
System-Network）を普及させ，公共図書館の情報
基盤を整備した。また「情報化勤労事業」により図
書館所蔵資料のデジタル化を実施し，スキャン方式
で原文データベースの構築を行った。 
また，デジタル図書館の活性化のため，同年著作
権法の改正で図書館間における「伝送権」が新設さ
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図1 デジタル図書館の全景 
（写真：国立中央図書館提供） 
 
れた。2003年には著作権者の保護のための改正が行
われ，「図書館補償金支給制度」が規定された。この
補償金制度は，他の図書館でデジタル化した原文デ
ータベースを閲覧・印刷するために，「韓国複写伝送
権協会」（Korea Reprographic and Transmission 
Rights Association, http://www.copycle.or.kr）を通
じ，著作権者に一定の補償金を支払う制度である。
販売用資料の補償金は，1 ファイル閲覧するごとに
20 ウォン（約 1.47 円）
19)
，1 枚印刷するごとに 5
ウォン（約0.37円）支払うことに決まっている。非
売用資料の閲覧は無料で，印刷代が1枚につき3ウ
ォン（約0.22円）かかるだけである。これにより国
立中央図書館が構築した原文データベースは他の図
書館に伝送でき，協定を結んだ全国の図書館内で閲
覧・印刷できる。 
2004年からは，インターネット上のオンライン資
料のうち価値のあるウェブ資源を収集・保存するた
め，OASIS （Online Archiving & Searching 
Internet Sources）プロジェクトを推進している。
2009年の図書館法改正によって，保存価値が高い販
売用オンライン資料の収集・保存に関する法的根拠
を整備し，2010年から電子書籍，電子ジャーナルの
ような販売用オンライン資料を本格的に収集してい
る。収集したオンライン資料は「蔵書管理システム
（DRMS: Digital Resource Management System）」
を通じ管理・運営され，デジタル図書館のウェブサ
イトを通じ提供される。また，情報にアクセスしづ
らい農山漁村の小さな図書館には，知識情報格差の
解消の一環として，電子書籍の利用を無料で提供し
ている。その仕組みは，次のようになっている。国
家電子図書館で構築した原文データベースの利用に
 
図2 デジタル図書館の情報広場 
（写真：国立中央図書館提供） 
 
ついて国立中央図書館が図書館補償金を負担し，市
販の電子書籍の利用については，国立中央図書館が
別途の利用権を購入し著作権問題を解決している。 
2009 年 5 月には，本館との有機的な機能をもつ
「デジタル図書館」を開館した。これはデジタル出
版物の登場，オンライン情報資源の増加，メディア
産業の発展などで新しいサービスへの要求に応じる
ためのものである。デジタル図書館は「ディブラリ
（ーDibrary）」とも呼ばれているが，これは「Digital」
+「Library」の合成語である。その施設は，地上 3
階，地下５階の延べ面積 38,014 ㎡の規模で物理的
なスペースとしての「情報広場（Information 
Commons）」と，オンライン上でデジタルコンテン
ツの統合検索サービスを提供する「Dibrary Portal」
(http://www.dibrary.net）からなる。 
地下 2 階にある「情報広場」の デジタル閲覧室
とメディアセンターは物理的なデジタル図書館の中
核スペースである。デジタル閲覧室では，国立中央
図書館所蔵図書をデジタル化した原文データベース
やウェブ・データベース，学術ジャーナル，論文な
どの閲覧と文書編集ができるサービスを提供してい
る。メディアセンターには，デジタル資料の閲覧と
動画ファイルの製作・編集ができる様々な機器が備
わっており，メディア資料利用室，多国語情報室，
複合上映館，スタジオ（UCC
20
）
・映像・音響）など
が設置されている。 
「Dibrary Portal」では同館所蔵の約40万冊をデ
ジタル化した電子書籍をはじめ，約1,250の国内外
機関と連携した約1億件以上のデジタル知識情報の
統合検索を提供している。 
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4.2.2 国立障害者図書館支援センター 
国立中央図書館は，新図書館法第 45 条（国立障
害者図書館支援センターの設立及び運営）に基づき，
2007 年 5 月，障害者の情報格差の解消や生涯学習
を通じた人的資源開発と福祉増進を目的として「国
立障害者図書館支援センター」を設置した。同セン
ターが設立されたことによって，障害者のための図
書館サービス業務を中央政府レベルで体系的に遂行
できることになった。  
法律に規定されている同センターの主要業務は，
1）図書館の障害者サービスのための国の施策の策
定及び統括，2）障害者サービスのための図書館基
準及び指針の制定，3）障害者のための読書資料，
学習教材，利用説明書等の製作及び配布，4）障害
者のための情報サービス及び特殊設備の研究と開 
発，5）障害者の情報サービスを担当する専門職員
の教育，6）障害者の情報サービスのための国内外  
の図書館との協力，7）その他，障害者に必要な図
書館サービスに関する業務の7つの内容からなって
いる。 
同センターでは，新生部署として，今後行うべき
業務を多数抱えているが，現在，特に3つの業務を
重点的に推進している。第1に，2009年11月同セ
ンターは，障害者のための図書館サービスの中長期
計画として「障害者図書館サービスの発展方策」を
策定した。この前年度の 2008 年には国内外図書館
の障害者サービスの手引きとしての役割を果たすた
め，図書館の障害者サービス基準・指針および障害
者サービスマニュアルを韓国図書館協会と共同で制
定し，全国の図書館に配布した。 
第2に，障害者のための読書環境を構築・整備し
ている。そのため，印刷物を読めない障害者のため
の代替資料の製作に力を注いできており，視覚障害
者大学生向けの教材原文データベースや障害児童・
青少年向けの点字図書の製作を行っている。また，
国内で製作した代替資料を統合的に検索・管理でき
る「障害者図書館統合資料管理システム
（KOLASIA: Korea Library Automation System 
in Able）」を開発し無料で提供している。これによ
って構築された総合目録は2010年で19万件に上る。
2009年には図書館法を改正し，出版社からデジタル
ファイルの納本を受け様々な分野の図書を迅速に製
作できる法的環境も整備し，障害者の情報アクセス
機会を拡大した。このほか，無料宅配サービス，全
国点字図書館のモデルとして障害者情報室の設置，
「読み聞かせの障害者図書館サービス通信バウチャ
ー制度」（通信料金の 50%割引）などを実施してい
る。 
第3に，国内外協力および標準化の推進を行って
いる。DAISY（Digital Accessible Information 
System）はデジタル音声図書の国際標準フォーマッ
トで，現在全世界で約 30 か国が使用している。同
センターはデジタル環境で国内外の代替資料の資源
共有と製作規格の標準化のため，2009年12月に21
の点字図書館と韓国 DAISYコンソーシアムを組ん
だ。また国際DAISYコンソーシアムにも加入し，
国内外での協力を活発に行っている。さらに，2010
年12月DAISYを視覚障害者用デジタル音声図書の
韓国標準（KSX6050）として制定し，国内DAISY
を製作する機関のため DAISY 著作ツールを無料で
提供している。 
 
4.2.3 国立子ども青少年図書館 
子どもや青少年への図書館サービスの発展を図り，
全国子ども青少年図書館への支援・協力のコアセン
ターとしての役割を果たすため，2006 年 6 月「国
立子ども青少年図書館」（http://www.nlcy.go.kr）が
開館した
21)
。 
国立子ども青少年図書館は「子どもと青少年の未
来を拓く図書館」をビジョンとし，21世紀において
知識情報化社会を導く子どもと青少年が，本ととも
に未来への夢と想像力を育めるように様々なサービ
スを開発・提供している。同館は子どもと青少年の
読書振興プログラムの開発・普及，子ども担当司書
の専門性強化のための継続教育，国際子ども青少年
図書館シンポジウムの開催など国内外の図書館との
交流・協力，子どもと青少年サービスの発展基盤づ
くり，子どもに関する資料の研究支援および戦略的
コレクション開発，子ども青少年図書館のモデル図
書館としての役割と遂行といったことを主な目標と
している。 
 
おわりに 
 
韓国の図書館は，戦後国立中央図書館と韓国図書
館協会の設立，1957年最初の大学レベルの司書養
成機関の創設，1963年図書館法の制定，2007年大
統領直属の図書館情報政策委員会の設置などを契機
に，量的，質的に大きな発展を遂げてきた。 最近
は，インターネットの発展に伴うオンライン資料の
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収集や，障害者など知識情報を入手しにくい人たち
に対する情報格差を解消するため，図書館サービス
の領域を拡大しながら発展している。 特に，上記
で考察したように，図書館発展の根拠となる総合法
としての図書館法の制定・改正を通じ，国レベルの
政策および国の中央図書館として国立中央図書館の
政策推進のための法的基盤を作ったことは非常に重
要である。 
しかし，以下に示すように，依然としていくつか
の問題が存在している。 
まず，これまでは，図書館政策を立案する部署と
実質的に運営を行う部署が異なるため，指揮命令に
不一致が生じ，政策と運営がかみ合わないことがあ
った。大統領直属の図書館情報政策委員会ができて
今年で4年目になるが，このような問題が完全に解
決できたとはいえない。 
次に，司書資格のグレード制度は確立されている
が，わずかな手当以外に実質的なインセンティブは
あまりない。1級正司書の資格を所持していても，
それに相応する手当や地位までには保障されていな
い。また，それぞれの司書資格による担当業務の区
分，または資格別の業務分担が図書館の現場ではほ
とんど行われていない。 
また， 需要と供給の不均衡による就職問題と，そ
れによる非正規職司書の拡大問題がある。特に，国
公立図書館の司書職は公務員の身分をもつので，公
務員の定員凍結方針が続く限り非正規職の採用は増
加するだろう。 
一方では，目録作業のような司書の専門的業務に
外注や委託管理制度（日本の指定管理者制度に相当）
を導入する図書館が増えている。特に外注会社は司
書資格をもつ非正規職の雇用がほとんどであるので，
このような状況で，将来司書として図書館で働くこ
とを希望する司書予備群の士気は低下しがちであり，
図書館には優秀な人材が集まらなくなる原因となる。
専門性が高いといわれる目録作業など外注の増加は，
司書職の専門性が問われる1つの問題として指摘さ
れている。 
学校図書館の場合にも，司書教師等学校図書館職
員の配置は，法律上必置規定ではなく「置くことが
できる」といった任意規定なので，大部分の学校図
書館には非正規の司書職員が多く勤めているのが現
実である。 
 以上のように，韓国の図書館は大きな発展ととも
に様々な問題を抱えている。しかし，法律の整備か
ら始まって，図書館情報政策委員会の設置のような
図書館情報学者と図書館現場などが連動した図書館
界の運動，司書たちの絶え間ない自己研修・教育訓
練などで専門職としての社会的認識を高め，知識情
報社会の基盤施設として位置づけられるように努め
ているので，今後の発展を期待していただきたい。 
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